
1 ．はじめに
　近年，世界で噴火が相次いでいる。日本では海
底火山である福徳岡ノ場の噴火（2021年）による
軽石被害が注目された。国外では，トンガの海底

火山の大規模な噴火（2022年）により日本でも津
波が観測され，話題となった。日本は世界の活火
山のうちの約 1 割に当たる，111の活火山を有し
ており1）世界でも有数の火山大国である。そのた
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め，火山活動が活発化する中で，火山の噴火に対
する備えを急ぐ必要がある。過去200年で首都圏
に被害を及ぼした火山噴火は発生していないが，
富士山の宝永噴火（1707年）では，火山灰により
静岡県駿東郡，神奈川県西部を中心に甚大な被害
が出た。特に足柄平野では火山灰による河床上昇
により洪水が頻発し噴火から100年程度の間耕地
が荒廃した記録2）が残っている。当時の記録には，
宝永噴火による火山灰は江戸とその周辺まで達し，
上総，下総（現在の千葉県）でも降灰が記録され
ている。富士山は宝永噴火以降に噴火していない
が，現代で宝永噴火規模の噴火が発生した場合，
社会基盤に大きな被害が発生する3）と考えられて
いる。そのため，本研究は富士山が噴火した場合
の被害予測を行い，噴火への対策として必要な備
えを提言することを目的とする。
　富士山の噴火に関する被害予測は，中央防災会
議の大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキング
グループ4）で検討されている。そこでは，富士山
が噴火した際の降灰分布，さらには噴火が発生し
た場合のインフラへの影響を予測している。しか
し，交通への影響に関しては除灰対策を含めた定
量的な被害予測にまでは至っておらず，さらに具
体的な検討が必要である。
　そこで，本研究ではWRF-FALL3D連携モデル
を用いて富士山宝永噴火の再現計算を行った。

WRF-FALL3D連携モデルは E.Collini et al.が本研
究と同様にWRF-FALL3D連携モデルを用いて
Cordoʼn Caullの噴火の再現計算を行い5）WRF-

FALL3D連携モデルの有用性を示している。日本
では服部らが FALL3Dを用いた噴火の再現計算
を行っており6,7），WRF-FALL3D連携モデルは降
灰分布予測計算において有用性があると認められ
ている。また，新堀らはMSM8）と移流拡散モデ
ルを組み合わせて浅間山の噴火を再現している9）。
気象庁では2022年12月時点で，桜島，薩摩硫黄島，
諏訪之瀬島について降灰予測を行っている。本研
究では，宝永噴火と同規模の噴火を異なる季節に
当てはめて計算を行い，各季節の降灰分布の特徴
について検討した。その計算結果から一般道や日
本の陸上輸送の要である高速道路網の復旧に必要
な時間や対応に必要な工事車両数を QGISで定量
的に評価し，東京―名古屋を結ぶ輸送路の噴火後
の機能維持の工事負荷を検討した。

2 ．�WRF-FALL3D 連携モデルでの宝永噴
火再計算

　本研究では，WRF-FALL3D連携モデルを用い
て富士山噴火時の降灰分布予測計算を行った。本
章では富士山噴火の時期を季節的に変えた場合に
降灰分布に現れる傾向について検討し，評価を行
う。

 連携モデルの概要
• ・・・メソスケール気象モデル
• ・・・非定常降下火山灰輸送評価モデル （ ）

• 地形データの読み込み • ｇ データの読み込み で気象場の計算を行うための地形データ

• ｗ のセットアップ 風向，風力などの気象データ

• 気象データの読み込み • モデルにより
噴出量を計算

緯度経度ごとの
降灰量を含んだ ファイル

モデル

モデル

を に変換

降灰量の図

風向，風速などの
気象場を計算

火山灰の噴出量，
降下分布を計算

降灰分布の作図

• 火山灰データの
読み込み

図 1　WRF-FALL3D連携モデルを用いた降灰分布予測計算の流れ10,12）
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2. 1　WRF-FALL3D 連携モデルの概要
　WRF-FALL3D連携モデルは，米国大気研究セ
ンター（NCAR）と米国環境予測センター（NCEP）
を中心として開発された天気予報と学術研究の両
方に対応したモデルであるWRF10,11）と，降下火
山灰の輸送過程を非定常 3 次元で表現する
FALL3D12,13）を組み合わせることで降灰分布予測
計算を行うモデルである。具体的な計算の流れは
図 1に示す通りである。まずWRFで気象場を計
算し，そこに FALL3Dを適応して噴出量，噴煙
高さを付与することで降灰分布を計算する。
WRFは鉛直方向に5,000 Pa（高度約35 km）まで
計算可能であり，大規模噴火での計算にも対応可
能である。また FALL3Dは降灰分布予測計算と
して使用されている Tephra等の他のモデルと比
較し，様々な噴火規模・火砕物を対象とした評価
を可能とし，遠方への計算を得意とする6,7）ため
WRF-FALL3D連携モデルを選択した。

2. 2　計算方法，計算条件
　前章で記載したWRF-FALL3D連携モデルを用
いて，宝永噴火規模の噴火の再現計算を行った。
WRF-FALL3D連携モデルは，既往研究14）により
宝永噴火時の火山灰の噴出量，噴火時間15）を
FALL3Dに入力することで宝永噴火規模の噴火を
再現できることがわかっている。本研究では，宝
永噴火が実際に発生した冬に限らず，春，夏，秋
の期間でも計算を行った。これは，降灰分布は上
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図 3　FALL3Dに入力した粒径の割合

図 2　館野（100 hPa地点：高度約15-16 km）での風向きの割合16）
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表 1　計算条件

WRF
FALL3D

計算領域 34.4 N～36.8 N，137.9 E～140.8 E

計算期間

4/1～4/16（春）
8/1～8/16（夏）
10/1～10/16（秋）
12/16～12/31（冬）

各季節2018年から2020年の 
3 年間分を計算

WRF

水平解像度 3 km

頂上気圧 5,000 Pa

鉛直層数 36
計算間隔 18 s
気象データ FNL（ds083.2: 1deg, 6 h）
地形データ USGS（30 s）

FALL3D

水平解像度 3 km

頂上高度 30 km

鉛直層数 30
計算間隔 60 min

噴出率
表 2参照

噴火継続時間
噴煙柱モデル BPT17）
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空の風が降灰分布に大きな影響を与えることから，
宝永噴火が発生した冬の時期以外の時期について
も降灰分布予測計算を行うべきと思われるためで
ある。図 2に示す通り，基本的に日本の上空は偏
西風により西からの風が卓越しているが，季節ご
とに風向きの傾向には特徴を有している16）。気象
場の初期値・境界値データには NCEPによって
作成されている天候予測データ FNL（ds083.2: 1
度間隔， 6 時間間隔）を用いた。また，FALL3D
の噴煙柱モデルは BPT（浮力噴流）モデル17）であ
る。粒形分布については 6クラスを一様分布で入
力した。実際の粒径の割合を図 3に示した。その
他の計算条件の詳細は以下の表 1，表 2に記した
通りである。

2. 3　計算結果
　計算結果を図 4に示す。季節ごとに降灰軸に特

表 2　 噴火継続時間と噴出率（N. Miyaji et al., 2011
を元に著者が作成）

計算開始時刻からの 
経過時間［h］

噴火継続 
時間［h］

噴出率 
［×107 kg/s］

10-11.5  1.5 2.3
11.5-15.5  4 0.64
17-25  8 1.83
25-30  5 1.03
30-45.5 15.5 0.68
45.5-61 15.5 0.08
61-78.5 17.5 0.49
78.5-94.5 16 0.25
111.5-127 15.5 0.42
141.5-142.5  1 0.44
164-172.5  8.5 1.19
187.5-196.5  9 0.31
228.5-236.5  8 1.39
236.5-241  4.5 0.24
241-274.5 33.5 0.6
286-343 57 0.2

春 夏 秋 冬

年

年

年

図 4　季節ごとの降灰分布予測計算の結果
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徴がみられ，宝永噴火が発生した冬と比較し夏，
秋は異なる特徴を持つ降灰分布となった。
　各季節の結果の特徴を表 3にまとめた。春，冬
のケースは富士山から東に向かって降灰軸が伸び
ている。これは宝永噴火時と同じ傾向であり，現
在行われている富士山噴火への被害想定は春，冬
のケースを想定しているといえる。春，冬のケー
スでは降灰軸が東に向かっているため，降灰が集
中するのは静岡県駿東郡，神奈川県西部であり，
東京都心では最大で 1 cmほどの降灰である。夏
のケースでは降灰軸が日によって変化し，富士山
から全方位に向けて降灰が広がっているという傾
向がみられる。夏のケースは伊豆を除く静岡県東
部，山梨県東部，神奈川県西部を中心に火山灰が
堆積した。この場合は東京都心への影響は少ない
と考えられる。秋のケースは降灰軸が富士山から
北東に向けて広がっている。そのため，神奈川
県・山梨県の県境と東京都を中心に火山灰が堆積
する結果となった。秋のケースでは東京都心でも
最大で30 cmほどの火山灰が堆積する可能性があ
ることも計算結果は示している。

2. 4　降灰分布の考察
　以上の結果より，富士山が噴火した場合の降灰
分布は季節ごとに特徴を有していることを確認し
た。特に秋のケースでは降灰軸が東京都心から埼
玉方面に向けて，富士山から北東の方向に広がる
傾向があることが明らかになり，その場合，首都
圏に火山灰が30 cmほど堆積する可能性があるこ
とがわかった。宝永噴火と同時期の想定では東京
都心に堆積する火山灰は最大で10 cmほどだった
ため，秋のケースは冬に発生した宝永噴火の気象
条件と比較し，東京都心に被害が集中する恐れが

あると考えられる。また，季節ごとの計算結果と
異なる年の結果であっても，季節ごとの計算結果
にある程度同じような傾向がみられる。そのため，
富士山の噴火の対策を行う際は，季節ごとの噴火
の特徴を踏まえて行うべきであることがわかった。
　一方で各モデルの初期条件が結果に与える影響
に関して，考察が必要である。上述の通り本研究
では，FALL3Dにて噴煙高さの概算に BPTモデ
ルを用いている。BPT（浮力噴流）モデルは既往
研究により，噴煙高さから噴出量を概算する際に
過大評価になることが報告されている6,7）。その
ため宝永噴火時より噴煙高さが過小評価となって
おり，降灰分布に影響を及ぼしている可能性があ
る。また本研究では，計算の簡易化のためテフラ
の凝集について考慮していない。新堀ら18）による
と，凝集効果により単独では地表まで到達しえな
い細粒火山灰の落下を促進させるため凝集効果を
考慮していないモデルの計算結果は，火口から近
地の降灰量が過少，大気中の火山灰濃度と遠地の
降灰量が過多の傾向になる。本研究での計算も上
記の初期条件の不確定さが降灰分布に影響を与え
ていることに留意しておく必要がある。

3 ．�道路網に与える影響の定量的評価
　富士山が噴火した場合，降灰により日本の交通
網に多大な影響が出ることが危惧される。大規模
噴火時は一般道を含め，火山灰の堆積により通行
不能になる道路が多く発生する。富士山が噴火し
た場合，名古屋―東京を結ぶ輸送路である東名高
速道路が使用不可能になる可能性が高い。名古屋
―東京を結ぶ東名，新東名以外の輸送路のう回路
としては，中央自動車道や関越自動車道が考えら
れる。本研究では，富士山が噴火した際に一般道
に加え，これらの高速道路に堆積する火山灰の量
を計算した。降灰の除去に必要な車両の台数や時
間を明らかにすることで一般道の降灰除去が現在
の体制で十分かどうかや高速道路が輸送路として
機能するかを検討する。

3. 1　計算手法
　本研究では前章で計算した降灰分布予測の結果

表 3　各季節の降灰分布の特徴

計算季節 火山灰の堆積が 
集中する地域 東京都心での降灰厚

春，冬 静岡県駿東郡， 
神奈川県西部 最大で10 cmほど

夏 伊豆を除く静岡県東部， 
山梨県東部，神奈川県西部 少量

秋 神奈川県・山梨県の 
県境と東京都 最大で30 cmほど
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を使用し，富士山が噴火した場合の一般道と高速
道路網への影響を定量的に評価した。計算フロー
を図 5に示す。
　まず，オープンソースの地理情報システム
QGIS19）を用いて，WRF-FALL3D連携モデルにて
計算した緯度経度ごとの降灰厚を，計算格子の間
を距離で内挿して求める。その後，道路幅を付与
した高速道路に重ね合わせることで高速道路に堆
積する降灰厚を算出する。算出された区域ごとの
高速道路に堆積する降灰厚と，その区域の高速道
路の面積の積が高速道路に堆積した火山灰の量と
なる。さらに火山灰の量を火山灰の除去速度で除
すると火山灰の除去に必要な車両の台数や時間を
算出することが出来る。
　ここで，火山灰の除去速度を定義する。火山灰
の除去手法は，中央防災会議4）にて示された手法，
基準を用いた。また，火山灰の除去に使用される
ホイールローダー，ロードスイーパーの作業能力
は表 4のように定義した。

　それぞれ， 1 サイクル当たり掘削積込量 q＝
1.73 m3，作業率 E＝0.75， 1 サイクルの所要時間
Cm＝40 sと仮定する20）。上記の値を式（ 1）に代
入し，1.17×102 m3/hを得る。そのため，ロード
スイーパーの実際の作業量は1.17×102 m3/hとし
て降灰除去に必要なロードスイーパーの台数を計
算する。
　また，ロードスイーパーの実質走行速度
yr m3/hは，

yr＝
1

1
v
＋
t×h×w
60M

と定義し，平常時のロードスイーパーの速度 v＝
3m/s，たまった灰をダンプカーに積み替える時
間 t＝10 min，ホッパ容量 M＝2.2 m3， 1 回の清
掃可能幅 w＝3.2 mと仮定した21）。ロードスイー
パーの実質走行速度 yr m3/hは，降灰厚に依存す
る。そのため地点によって走行速度によりロード
スイーパーの速度が決まり，最終的に作業量が算
定されることになる。また，降灰除去は降灰厚
0.1 cm以上の場合は降灰厚が0.1 cmになるまで
ホイールローダーで降灰除去を行い，その後残っ
た0.1 cm分をロードスイーパーで除去するとい
う作業手順で行うものとする。ホイールローダー，
ロードスイーパーの稼働時間は 1日10時間として
計算を行う。
　まず，一般道に堆積した火山灰の除去に必要な
時間を算出した。本計算は16日間の噴火期間が終

図 5　本研究での高速道路への影響評価の流れ

座標ごとの降灰厚

降灰厚を内挿 重ね合わせ

高速道路に道路幅を付与

高速道路の面積（㎡）× 高速道路に堆積した火山灰の量（㎥）＝

÷ 火山灰の除去速度
（㎥ ）

火山灰の除去に必要な車両の
台数，時間＝

高速道路に堆積する
降灰厚（ ）

高速道路に堆積した
火山灰の量（㎥）

高速道路の面積（㎡）

高速道路に堆積する
降灰厚（ ）

表 4　 ロードスイーパー，ホイールローダーの作業 
能力

降灰堆積厚
h（cm）

使用する
機種

作業量
Q m3/h 実際の作業量

0.01 ≤ h < 0.1 ロードスイーパー
3,600×q×E

Cm
 （ 1）116.775 m3/h

0.1 ≤ h
ホイール
ローダー yr×w×h （ 2）yrに依存するた

め一定でない
作業能力：Q m3/h， 1サイクル当たり掘削積込量：q m3，
作業効率：E， 1サイクルの所要時間：Cm s，実質走行速
度：yr m/h，清掃幅：w m，降灰厚：h m
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了した後，除灰を開始すると仮定し計算を行った。
一般道への降灰量はケースごとに大きく差が出な
いため，宝永噴火と同じ冬のケースで計算を行っ
た。
　また，高速道路への影響調査を行った。本研究
では対象とする高速道路を，東名高速道路，中央
自動車道，関越自動車道の東京から名古屋までの
区間とし，計算を行う。東名第二高速道路は秋，
冬のケースの降灰分布と重なっていないため今回

は計算対象としない。計算に用いる噴火時期は，
宝永噴火と似たような降灰分布の傾向を有してい
る冬（2019年）のケース，降灰軸が富士山から北
東に向けて広がっているため，東名高速道路のう
回路としての機能が期待される中央自動車道に多
くの火山灰が堆積すると考えられる秋（2018年）
のケース，上記 2ケースの計算結果を用いて高速
道路への影響を評価した。表 5に降灰除去計算に
用いた計算期間と対象とする高速道路をまとめた。

表 5　 降灰除去計算に用いた計算期間と対象とする
高速道路

計算期間 2018/10/01～2018/10/16（秋）， 
2019/12/16/～2019/12/31（冬）

対象とする高速道路 東名高速道路，中央自動車道， 
関越自動車道

表 6　一般道の降灰除去に必要な日数

降灰除去に 
投入する車両数

ホイール 
ローダー 
1000台

ロード 
スイーパー 
100台

計

除去に必要な日数（日） 12.5 32.9 45.4

図 6　 冬のケースでの降灰除去に必要なホイールローダー，ロードスイー
パーの台数

ホイールローダー

ロードスイーパー

日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目

台
数

経過日数

東名 中央 関越 使用可能台数

日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目

台
数

経過日数

東名 中央 関越 使用可能台数
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一般的に灰が終了したのち除灰作業を開始するこ
とが一般的である。しかし，大規模噴火時は除灰
すべき火山灰の量が多く，噴火の終了を待ってか
ら除灰を行うと道路の復旧に多くの時間が必要と
なる。大規模噴火時のワーキンググループ4）では
富士山の大規模噴火時は降灰中も除灰を行うこと
を想定している。そのため本研究では，降灰除去
を降灰発生と同時に行うと仮定した。

3. 2　計算結果
　まず，一般道に堆積した火山灰の除去に必要な
日数を表 6に示す。完全に除灰が終了するまで 1
カ月以上を要することが分かった。
　降灰除去に必要なホイールローダー，ロードス
イーパーの台数の計算結果を図 6，図 7に示す。

　 1日に稼働可能なホイールローダーについては
内閣府が公表している建設機械動向調査を参照に
評価を行う。建設機械動向調査22）によると，関東，
中部地方に23,194台のホイールローダーが存在し，
そのうち，官公庁が所有している台数は1,033台
である。噴火直後に使用可能で，かつそれぞれの
高速道路に手配できるホイールローダーの台数を
1割ほどと考えると，噴火直後に高速道路に使用
できるホイールローダーの台数は100台ほどとな
る。また，噴火から 1週間で手配できるホイール
ローダーの台数が増加すると考え，噴火 8日目か
らは150台のホイールローダーが使用可能と考え
る。
　さらにロードスイーパーについては，東京都道
路清掃協会が68台所有していることを考慮し，そ

図 7　 秋のケースでの降灰除去に必要なホイールローダー，ロードスイー
パーの台数

ホイールローダー

ロードスイーパー

ホイールローダー

ロードスイーパー

日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目

台
数

経過日数

東名 中央 関越 使用可能台数

日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目 日目

台
数

経過日数

東名 中央 関越 使用可能台数
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れぞれの高速道路に使用可能なロードスイーパー
は30台として評価を行った。
　以上を踏まえた計算結果を図 5，図 6に示す。
秋のケースでは，中央自動車道で降灰の量が卓越
し，冬のケースでは東名高速道路で降灰の量が卓
越していたため，除灰に必要な車両数もその傾向
を反映した結果となった。秋のケースと比較し，
冬のケースの方が 1日当たりに必要な車両数が多
くなっており，冬のケースでは東名高速道路に降
灰が集中する可能性があることがわかった。

3. 3　高速道路網への影響の考察
　一般道に堆積した火山灰の除去に必要な時間は
1カ月以上必要であることが分かった。そのため，
道路の降灰除去は優先順位をつけて行う必要があ
る。まずは高速道路や緊急輸送路といった重要な
道路に降灰除去に必要な車両を集中配置させる必
要がある。したがって，富士山の大規模噴火時に
は高速道路の降灰除去に必要な時間や車両数を把
握しておくことが非常に重要であると考えられる。
　秋のケースは降灰軸が富士山から北東に向けて
伸びているため中央自動車道に降灰が集中する結
果になったと考えられる。東名高速道路は富士山
の近くを通っており降灰以外の要因で通行が不可
能になる可能性が高い。そのことを考慮すると秋
のケースでは中央自動車道，東名高速道路ともに
噴火期間中及び噴火終了直後も通行不能になるこ
とが予想される。その場合，名古屋―東京を結ぶ
輸送路として，関越道がう回路として機能するこ
とが期待される。関越道では 1日当たりに必要な
車両の数が，噴火発生時に手配可能と想定される
車両数を下回っているため，噴火後に堆積する火
山灰は即日除去することが可能である。
　一方で冬のケースは東名高速道路で降灰の量が
卓越しており，処理に必要な車両の台数が多く
なっている。しかしながら，中央道や関越道に堆
積する火山灰の量は少量であり，中央道が名古屋
―東京を結ぶ輸送路のう回路として機能すること
がわかった。冬のケースでは，秋のケースと比較
してう回路が確保しやすく，交通網への影響は少
ないと考えられる。以上の結果を表 7に整理した。

　輸送の高速道路の代替案として，高速道路を迂
回させるほかに海上輸送や鉄道輸送を活用するこ
とが挙げられる。日本の輸送の約55％が陸上輸送
で，約40％が海上輸送であり，鉄道輸送が約 5％
である23）ことを考えると海上輸送を活用すること
も視野に入れるべきである。一方で，大規模噴火
時のワーキンググループ4）では，富士山の大規模
噴火時，降灰による視野の低下により東京湾の
フェリーの運航は不可能と想定している。本研究
の富士山から東に降灰が広がる冬のケースでは海
に降灰範囲が重なることからフェリーの運航が難
しいと考えられるが，富士山から北東に降灰が広
がる秋のケースでは，降灰範囲がほとんど内陸で
あるため海上輸送が可能である可能性が高い。
　従って富士山の大規模噴火が冬に発生した場合
は，東名高速道路のう回路として中央自動車道を
使用し，秋に噴火した場合は，関越自動車道をう
回路として使用しながら，海上輸送を活用するこ
とで降灰による輸送能力の低下に対応可能である
と考えられる。
　また，以上の結果からロードスイーパーが必要
な車両数に対し，使用可能なロードスイーパーが
少なく，ロードスイーパーの不足により作業が円
滑に進まない可能性があることがわかった。本研
究により，季節による降灰の傾向明らかになった。
そのため，噴火が予知されていた場合は除灰に必
要な車両を降灰が集中するエリアや高速道路や緊
急輸送等の重要な道路にあらかじめ移動させてお
くなどの対応をすることで，対処していく必要が
あると考える。
　本研究では，定量的な評価は一般道，高速道路
への影響に留まっている。そのため，高速道路以

表 7　降灰による高速道路網への影響

噴火期間 2018/10/01～
2018/10/16

2019/12/16/～
2019/12/31

降灰中の使用
東名 日によっては可＊ 不可
中央 不可 可
関越 日によっては可 可

＊  東名高速道路は富士山の直下を通過するため降灰以外の
理由で通行できない可能性がある。
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外の海上輸送や鉄道輸送，航空輸送など各分野の
定量的な影響を含めた包括的な議論が今後の課題
である。

4 ．まとめ
　本研究では，WRF-FALL3D連携モデルを用い
た季節ごとの降灰分布予測計算と，降灰が高速道
路網に与える影響の定量的評価を行った。
　その結果，宝永噴火が発生した冬以外のケース
で東京都心に被害が集中する可能性があることが
わかった。特に秋のケースは富士山から北東に向
けて降灰軸が伸びていき，東京都心にも最大で
30 cm程の降灰が発生することがわかった。この
ように季節ごとの上空の風の傾向により，季節ご
との降灰分布にも傾向がある。そのため，今後は
富士山噴火季節ごとの傾向を踏まえ，ケースごと
に噴火への対策を講じる必要があると考えられる。
　また，本研究では，降灰が道路網に与える影響
の定量的評価を行った。一般道の降灰除去には 1
カ月半ほどを要するため，現状の体制では不十分
であることが分かった。そのため，高速道路や緊
急輸送路などの重要な道路を優先的に降灰除去す
るなど，優先順位をつけて対応する必要がある。
　また，冬のケース，秋のケースで計算を行い，
高速道路に堆積した火山灰の量から降灰除去に必
要な車両数を検討した。その結果，冬のケースで
は東名高速道路に，秋のケースでは中央自動車道
に降灰が集中し，上述の高速道路の使用の維持が
出来なくなる可能性があることがわかった。その
場合は関越自動車道や海上輸送を用いることで影
響を最小限に留めることが出来ると考えられる。
　さらに，降灰除去作業を行う際にロードスイー
パーが不足する可能性が高いことが明らかになっ
た。噴火の時期により降灰除去に必要な車両を降
灰が集中するエリアや高速道路や緊急輸送路等の
重要な道路に集中配置するなどの対策が必要であ
ると考えられる。
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要 旨

　日本には111の活火山が存在し，火山噴火への対策が急務となっている。1707年の宝永噴火に
よって大きな被害を出した富士山噴火についての降灰分布予測計算を行った。降灰分布予測計
算にはWRF-FALL3D連携モデルを用いて季節ごとに宝永噴火規模の噴火を再現した。降灰分
布予測計算の結果から，一般道や高速道路の復旧に必要な時間や対応に必要な車両などを定量
的に検討した。その結果，富士山噴火時の降灰分布は季節ごとに特徴を有して，特に秋期に噴
火が発生した場合には降灰軸が北東に向かって関東北部にまでに到達し，名古屋―東京を結ぶ
高速道路に多大な影響が出ることがわかった。
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